


事業概要
1. 期間
開始 ：2022年 3月
終了（予定） ：2030年 12月

2. 最終目標
アンモニア焚き大型バラ積船の実証実装

アンモニア燃料供給システム/燃料タンクの開発（三井E&S）
アンモニア焚き大型バラ積船の開発（日本シップヤード）
アンモニア焚き大型バラ積船の保有運航（日本クリーンアンモニアシッピング）
アンモニア燃料供給拠点の整備（伊藤忠商事）

3.成果・進捗概要

世界初アンモニア焚き大型低速二元燃料エンジン商用機の試験運転開始
三井E&Sの独自設計によるアンモニア燃料供給装置/除害装置を製造、実稼働
試験を開始
三井E&S設計によるアンモニア燃料タンクを製造開始。また、三井E&S玉野工
場にてNK船級とコンソ各社立会による陸上運転を実施。
燃料供給システム開発完了次第、大型バラ積船仕様を最終化し、同船保有運航
に向けた協議開始



１．事業の位置付け・必要性

船舶開発、発注/保有/運航、燃料供給
拠点整備、燃料調達、までの上流から
下流まで一気通貫の取組

同統合事業モデル創出による日本海事
産業の差別化

日本の造船・海運市場におけるVolume
Zoneたる船種船型、及び燃料供給拠点
整備の観点より運航航路が限定機であ
ることを鑑み、大型バラ積船を選択

他国が開発する前に代替設計承認手続
きによる建造

同船航路より燃料供給拠点としてシン
ガポールを念頭に同時並行で開発



2 ．研究開発マネジメントについて

研究開発内容
燃料供給の実船実証

研究開発内容
燃料船の実船実証

研究開発内容
船体開発
船内燃料システム
船内安全システム
実船実証による検証

研究開発内容
燃料タンク開発
燃料供給システム開発
除害装置開発
実船実証による検証

共同研究開発

社会実装

供給拠点整備
他プロジェクト連携
アンモニア調達

社会実装

代替承認手続
発注・保有・運航
荷主との用船契約

社会実装

代替承認手続
船体開発設計

社会実装

製造体制の確立
設計ガイダンス策定
乗組員訓練体制

NCAS

１）研究開発内容の設定、及び各社役割
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２）スケジュール

5

供給拠点整備
バンカリング船発注
シンガポール政府よりトラ
イアル実施認可の取得

実船実証の準備船体
船内燃料システム
船内安全システム

燃料タンク
燃料供給システム
除害装置

NCAS

2021年
～

2026年

今後 アンモニア焚き大型ﾊﾞﾗ積船の発注 2027年4Qに実証
2028年より暫定操業

実船実証

2 ．研究開発マネジメントについて





2) 燃料供給装置・主機関の陸上カップリング試験

３．研究開発成果について

2026年2月にMES玉野工場にてNK船級/客先立会による陸上運転を実施

- 燃料供給装置/主機関について

NK船級によるSoF※を取得

※ SoF：Statement of Fact

船級規則に基づく陸上試験への立会証明

主機関開発はGI基金補助対象外

NK船級によるSoF
(燃料供給装置)

アンモニア燃料供給装置 試験風景



３．研究開発成果について
3) 燃料供給装置

陸上運転での試験結果

- 自社設計/製作の燃料供給装置

および除害装置を試験

- 主機関定格負荷まで供給を達成

- 流量制御により圧力を安定保持

- アンモニア濃度110ppm以下に

パージガスを除害処理

主機関負荷に応じた供給制御
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３．研究開発成果について

シミュレーション画面例

プロセスシミュレーション

- 手動操作/自動制御時の機器挙動や圧力/温度のシミュレーションを実施

- プラント稼働前の動作検証や制御パラメータの事前準備が目的

・ 主機関へのアンモニア供給完了までの自動シーケンスによる弁挙動を確認

・ 異常時を想定した手動弁操作時のプラントのFail Safe動作を再現







供給拠点整備
バンカリング船発注
シンガポール政府よりトラ
イアル実施認可の取得

実船実証の準備
船体
船内燃料システム
船内安全システム

燃料タンク
燃料供給システム
除害装置

NCAS

2021年
～

2026年

今後 アンモニア焚き大型バラ積船の発注 2027年4Qに実証
2028年より暫定操業

実船実証

実船実証に向けた課題

GHG排出規制
GHG排出規制の導入に向けた議論が
IMOで継続中。

代替設計承認
旗国による代替設計承認手続きを前提
とした取り組み。

中国造船所の開発加速
WinGD社の開発が加速（中国造船所の
一番船が2026年完工予定、さらに後続
案件も受注済）。
上記により中国主導のマーケット組成に
懸念。

４．今後の見通しについて


